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南相馬市について
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○平成18年1月1日に旧鹿島町、旧原町市、旧小高町が合併して誕生

○いわき市と宮城県仙台市の中間に位置する浜通りの中核都市

人 口 ：54,992人(令和7年9月30日現在住民登録)

世帯数：24,387世帯

面 積 ：398.58k㎡
（うち約55％が森林、約17％が農地※）

至仙台

福島県
南相馬市

※南相馬市第三次国土利用計画参照



南相馬市の概要

（小高区）大悲山の石仏

（原町区）北泉海岸

相馬野馬追

自然条件：年間平均気温が12℃
前後で、夏は涼しく、冬は降雪の少な
い温暖な気候。山・川・海の豊かな自
然環境に恵まれている。

観光文化：1,000年以上の歴史を
持つ国指定重要無形民俗文化財
「相馬野馬追」をはじめ、多くの文化
財を有している。海岸線には、北泉海
浜公園を中心に、海水浴やサーフィン
の名所となっている。

産業・経済：田園都市として、産
業・経済集積は浜通り地方北部最
大。農業は水稲中心。工業は電
気機械、一般機械、紙・パルプを
中心に、農商工一帯の産業振興
を図っている。

2ブロッコリー

夜ノ森公園国見山から望む日の出

(鹿島区)風力発電所と

真野川漁港



福島原発事故の主要な時系列①
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日時 発生事象

平成23年
3月11日

14:46 南相馬市で震度６弱を観測

15:35頃 津波到達（鹿島海岸 遡上高20.8ｍ）

3月12日

5:44 福島第一原子力発電所から半径10㎞圏内の住民に避難指示

15:36
福島第一原子力発電所1号機水素爆発
原発事故の影響で物流業者が入らなくなり、ガソリンや生活必需品などの物資が十分に供給されない状況に陥った。

18:25
福島第一原子力発電所から半径20㎞圏内の住民に避難指示
小高区から原町区に避難（多くが石神地区避難所へ）

3月14日

11:01 福島第一原子力発電所3号機原子炉建屋水素爆発

18:22
福島第一原子力発電所2号機の冷却水が不足し、燃料棒が全露出
14日の余震と津波警報や水素爆発事故によって混乱が生じ、物資も不足がちとなり、15日以降、全市を対象とした
市外避難を実施

3月15日 11:00 福島第一原子力発電所から半径20㎞以上30㎞圏内の住民は外出せず、自宅など屋内に退避の指示

3月15日
～17日

市がバスで市内の避難所から市外に避難を誘導（1,939人）

3月16日
5:45 福島第一原子力発電所4号機 北西付近より火災発生

8:34 福島第一原子力発電所3号機 白煙が大きく噴出

3月18日
～20日

市がバスで集団避難を誘導（2,725人）

3月25日 市がバスで集団避難を誘導（ 142人）

［津波到達］ ［津波被害］ ［自衛隊 災害派遣］ ［集団避難］［避難所（ゆめはっと）］



福島原発事故の主要な時系列②
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日時 発生事象

平成23年
4月21日

11:00
福島第一原子力発電所から半径20㎞圏内を警戒区域に指示
（4月22日0:00 警戒区域に設定）

4月22日 9:44
福島第一原子力発電所から半径20㎞以上30㎞圏内に指示していた屋内への退避を解除、計画的避難区域
及び緊急時避難準備区域を設定

7月21日 12:30 特定避難勧奨地点として57地点（59世帯）を設定

8月 3日 12:00 特定避難勧奨地点として65地点（72世帯）を追加設定

9月30日 18:11 緊急時避難準備区域を解除

11月25日 10:00 特定避難勧奨地点として20地点（22世帯）を追加設定

平成24年
4月16日

0:00 警戒区域及び計画的避難区域を、避難指示解除準備区域、居住制限区域及び帰還困難区域に見直し

平成26年
12月28日

0:00 特定避難勧奨地点を解除

平成28年
7月12日

0:00 避難指示解除準備区域、居住制限区域を解除

［警戒区域（Ｈ23.4.21）］ ［案内板の撤去（Ｈ24.4.16）］ ［区域解除に伴う小高駅前で
の式典（Ｈ28.7.12 ）］

［スクリーニング検査
（Ｈ23.5.7）］
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震災後の区域（平成23年9月）

（鹿島区）

（原町区）

（小高区）

緊急時避難
準備区域

警戒区域

警戒区域

計画的避難区域

緊急時避難準備区域

特定避難勧奨地点がある地域

平成28年7月12日 解除

震災後の南相馬市の区域の見直し

ふくしま復興情報ポータルサイト 避難指示区域の概念図より引用

計画的避難区域
福島第一原子力発電所から半径20ｋｍより外側の区域で、
年間積算線量が20mSvに達するおそれのある区域。区域内
の住民は警戒区域同様に避難を余儀なくされた。

警戒区域
福島第一原子力発電所から半径20ｋｍ圏内の区域。区域
内の住民は避難を余儀なくされた。

緊急時避難準備区域
福島第一原子力発電所から半径20ｋｍから30ｋｍの区域
のうち、「計画的避難区域」に該当しない区域。
緊急時には屋内退避や避難をする必要がある区域。

「警戒区域」と「計画的避
難区域」は、年間積算線
量の状況に応じて、「避難
指示準備解除区域」、「居
住制限区域」、「帰還困難
区域」に見直し。
（平成24年4月1日）

２０ｋｍ

３０ｋｍ

計画的避難区域

避難指示解除準備区域
年間積算線量が20mSv以下となることが確
実と確認された区域。一時帰宅や店舗等一
部の事業や営農再開が可能となった。

居住制限区域
年間積算線量が20mSvを越えるおそれがあっ
て、引き続き避難の継続が求められる区域。住
民の一時帰宅や道路などの復旧のための立ち
入りが可能となった。

帰還困難区域
年間積算量が50mSvを超えていて、5年間
経っても年間積算線量が20mSvを下回らな
いおそれがある区域。

南相馬市
H28.7.12

 避難指示解除準備区域及び
 居住制限区域を解除

２０ｋｍ



被害状況①【津波被害】

区 地区 面積

八沢 5.0ｋ㎡

南海老～烏崎 10.8ｋ㎡

小計 15.8ｋ㎡

金沢・北泉 1.6ｋ㎡

泉～雫 9.1ｋ㎡

小浜～小沢 3.8ｋ㎡

小計 14.5ｋ㎡

塚原～角部内 5.6ｋ㎡

井田川～浦尻 4.9ｋ㎡

小計 10.5ｋ㎡

40.8ｋ㎡

小高区

原町区

鹿島区

合計

 

 

 

警戒区域 
平成 23年 4月 22日～ 

平成 24年 4月 15日 

 

計画的避難区域 
平成 23年 4月 22日～ 

平成 24年 4月 15日 

 

緊急時避難準備区域 
平成 23年 4月 22日～ 
平成 23年 9月 30日 

3.11 東日本大震災による被災状況図 

鹿島区 

小高区 
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南相馬市役所 
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原町火力発電所 

真野川漁港 

避難指示解除準備区域 
平成 24年 4月 16日～ 

平成 28年 7月 12日 

居住制限区域 
平成 24年 4月 16日～ 

平成 28年 7月 12日 

帰還困難区域 
平成 24年 4月 16日～ 
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【津波被害面積】

耕地面積
(H22年度)

農地流出・冠水等
推定面積の田畑別

内訳の試算

被害推定
面積

被害
面積率

田耕地
面積

畑耕地
面積

8,400ha 2,722ha 32.40% 2,642ha 80ha

【農地への津波被害】
津波により甚大な被害を受け、市の耕地面積の約3割の

農地が流失・湛水。排水機場をはじめ、ため池、排水路、農
道等の施設が多数被災した。

農林水産省大臣官房統計部農村振興局発表資料から作成。

震災前の小高区井田川地区

平成23年3月14日時点

約２km



被害状況② 【人的・住家被害】
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【住家被害】（令和7年9月30日現在）

区分 全世帯数 被害世帯数
全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊

津波 地震 津波 地震 津波 地震 津波 地震

小高区 3,771 2,234 319 89 34 62 66 837 35 792

鹿島区 3,460 1,051 411 18 14 19 43 66 31 449

原町区 16,667 2,027 434 6 35 14 62 116 31 1,329

合 計 23,898 5,312 1,164 113 83 95 171 1,019 97 2,570

（単位：世帯）

【人的被害】（令和7年9月30日現在）

捜索活動（南相馬警察署提供） 瓦礫の山（原町区）

建物の全半壊が多く見られた（小高区）沿岸部の集落（鹿島区）

死亡 1,157人

（直接死） 636人

（震災関連死） 522人

行方不明 0人

負傷者 59人

（重傷者） 2人

（軽傷者） 57人
※推定死亡の判定となった方は行方不明者に含めず。



現在の状況 【住民登録人口と市内居住人口の推移】
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現在の状況 【市内居住人口の震災時と現在の比較】

震災前と比較すると生産年齢人口が約1.5万人減少（約3割）
慢性的な労働力の減少及び少子高齢化により、介護・医療、農業等の
従事者が不足し、サービス水準や出荷額等が震災前の水準に達しない

【小高区】

【鹿島区】

【原町区】

生産年齢人口

生産年齢人口

生産年齢人口

28,836人
↓

21,091人
(▲7,745人)
(▲26.9%)

6,848人
↓

4,949人
(▲1,899人)
(▲27.7%)

7,579人
↓

1,711人
(▲5,868人)
(▲77.4%)

【市全体】

※全国は令和7年9月1日時点概算値、福島県は令和7年9月1日時点推計値との比較。
「人口推計」（総務省統計局）（https://www.stat.go.jp/data/jinsui/pdf/202509.pdf）および福島県現住人口調査年齢（５歳階級別推計人口）、
福島県、クリエイティブ・コモンズ・ライセンス 表示 2.1 日本（https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11045b/15846.html）を改変して利用。 9

https://www.stat.go.jp/data/jinsui/pdf/202509.pdf
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11045b/15846.html


現在の状況 【放射線被害への対応①】

10

【除染の実施状況】

【除染の効果（空間線量率）】

【宅地・農地除染】

南相馬市及び国は右図に
おいて、計画に基づく除染を
平成29年3月末までに面的
に実施し、放射線量の低減
を図った。

市が除染を実施

環境省が除
染を実施

（除染実施前後の空間線量率（μSv/h）の平均値の比較）

国
道
6

号

●

●

●

鹿島区役所

南相馬市役所

小高区役所



現在の状況 【放射線被害への対応②】
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【空間線量率の比較
（令和7年9月）】

南相馬市と日本各地の市区町村の空間線
量率を比較した結果、大きな差がないことを確
認できました。

【空間線量率の変化】 濃い青色が増え、空間線量率が下がってきている。放射能汚染からの環境回復が進んでいる。

令和7年9月(杉並区の値は、同年8月）
地上１ｍ地点測定または１ｍ高さの推計値

出典：原子力規制委員会 放射線モニタリング情報
 市区町村ホームページ

北海道札幌市
0.035μSv/h

富山県富山市
0.076μSv/h

東京都杉並区
0.070μSv/h

南相馬市役所前
0.088μSv/h

福島県福島市
0.136μSv/h

愛知県名古屋市
0.076μSv/h

愛媛県松山市
0.074μSv/h

沖縄県那覇市
0.043μSv/h

大阪府大阪市
0.061μSv/h

広島県広島市
0.048μSv/h

長崎県長崎市
0.036μSv/h

宮城県仙台市
0.036μSv/h



現在の状況 【医療関係】
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新設・再開 休止 廃止

小高区 7 1・(3) 3 1 4

鹿島区 3 2 － 2 3

原町区 29 6・(1) － 9 26

39 9・(4) 3 12 33

小高区 5 1 0 5 1

鹿島区 5 － 1 － 4

原町区 23 1 1 5 18

33 2 2 10 23合計

歯科

診療所

診療所

施

設

数

合計

現稼働

施設

震災後
震災前施設の種類

施

設

数

【医療機関】

【医院・診療所】

※（ ）内は再開のため、合計に含めない。

※病床の転換のたびに新・増設と廃止として計上

新・増設 休止 廃止

8 － 1 2 5

一般 695 40 155 272 308

療養 276 60 50 142 144

精神 358 － 298 － 60

1,329 100 503 414 512

現稼働

施設

震災後
震災前施設の種類

施設数

病院

病

床

数

合計

令和7年9月30日現在 



現在の状況 【医療スタッフの推移】
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震災前 H23.8.1 H24.6.1 H25.6.1 H26.6.1 H27.6.11 H28.6.1 H29.4.1 H30.3.31 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 R5.3.31 R6.3.31 R7.3.31 R7.9.30

医師 87.91 47.97 68.29 75.00 70.00 76.20 81.40 79.80 73.55 66.21 93.20 79.53 75.38 72.66 77.30 92.33 79.82

看護師 532.00 296.00 358.30 425.70 381.70 363.50 362.07 351.30 362.16 363.10 411.20 417.33 410.39 402.39 396.60 407.88 413.25

その他

医療スタッフ
610.00 343.00 400.65 411.50 376.00 388.30 411.47 402.30 358.30 416.00 445.20 431.98 442.48 420.40 397.14 390.07 391.37

610.00

343.00
400.65 411.50 376.00 388.30 411.47 402.30

358.30
416.00 445.20 431.98 442.48 420.40 397.14 390.07 391.37

532.00

296.00

358.30
425.70

381.70 363.50
362.07 351.30

362.16

363.10

411.20 417.33 410.39
402.39

396.60 407.88 413.25

87.91

47.97

68.29

75.00

70.00 76.20
81.40 79.80

73.55
66.21

93.20 79.53 75.38
72.66

77.30 92.33 79.82

（人） 【震災前とR7.9.30の比較】
医師  9.2%減
看護師  22.3％減
その他医療スタッフ  35.8%減

※医師・看護師等の人数について実際の勤務時間に応じた人数に換算して積算する、常勤換算で人数を計上
（R7.9.30の常勤医師率71.4％）



現在の状況 【健康・福祉関係】
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【介護施設の状況】（令和７年９月3０日現在）

【要支援・要介護認定者の状況】（令和７年９月3０日現在速報値）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合計

H23.2月末 262 328 360 461 348 535 467 2,761

R7.9月末 620 618 670 500 462 570 326 3,766

増減 358 290 310 39 114 35 ▲ 141 1,005

現稼働施

新・増設 休止 廃止 定員床数

施設数 5 － － － 5 －

床数 300 85 － － 385 365

施設数 3 － － － 3 －

床数 258 42 40 － 260 240

施設数 0 1 － － 1 －

床数 0 53 － － 53 53

施設数 5 2 － 1 6 －

床数 81 36 － 18 99 99

施設数 13 3 0 1 15 －

床数 639 216 40 18 797 757

44 79介護施設（居宅系サービス）の合計
施設数と

事業所数
81 45 3

うち実稼働

床数

合計

施設の種類
震災後

震災前

介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）

介護老人保健施設

（老人保健施設）

認知症対応型共同生活介護

（認知症高齢者グループホーム）

介護医療院



現在の状況 【出生数の推移と保育施設等の状況】
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【出生数の推移】（令和6年12月31日現在） 出生数は、震災直後に激減し、一旦は回復傾向にあったもの
の、その後は徐々に減少し、現在は震災直後の数を下回る。
保育園・幼稚園等は、震災前は27園が開園していたが、震災

以降、15園が休園および廃園となり、園児数は約４割減少した。

【施設数と園児数】（令和７年９月３０日現在）

※1 保育園・幼稚園から認定こども園への移行3件を含む。
※2 平成23年4月の在園予定者数。
※3 原発避難者特例法による指定、市町村からの受入れ児童を含む。

「福島県現住人口調査より」

震災前

新・増設 休止 廃止

施設数 － 5
※1

－ － 5

園児数 － － － － 515

施設数 10 1 0 5
※1

6

園児数 1,142 － － － 531

施設数 17 － 0 13 4

園児数 1,198 － － － 243

施設数 － 4 － － 4

園児数 － － － － 58

施設数 27 10※1 0 18※1 19

園児数 2,340
※2

－ － － 1,347
※3

合計

施設の種類
震災後 現稼働

施設

認定こども園

保育園

幼稚園

小規模保育

子育て世代に心強い給食費・保育料・医療費の無料化をはじ
めとする様々な支援策を展開した結果、「日本子育て支援大賞
2023」の受賞、「住みたい田舎ベストランキング」の上位入賞など、
子育て環境面で高い評価を得ている。

579

513

321

371
399 393

377
362

319
284

307

284 269

272

245
200

300

400

500

600

H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

サイトはこちら↓



現在の状況 【学校教育】
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（単位：人）

体育館での授業
（平成23年4月22日）

国際バカロレア研究会設置
（令和5年11月）

小高区４小学校閉校記念式典
（令和3年3月27日）

【児童生徒数】
令和7年10月1日現在 

平成23年3月11日 東日本大震災、 大津波により真野小学校が被災
 4月22日 小・中学校の再開（鹿島区内の小学校）
 8月25日 鹿島区内小・中学校にユニット教室完成

 10月17日 原町区内小・中学校の本校再開①
 （原一小、原三小、大甕小、原一中、原二中）

 11月21日 仮設校舎完成・使用開始(鹿島小及び鹿島中仮設校舎）
平成24年1月10日 原町区内小学校の本校再開②

（原二小、高平小、太田小）
 2月27日 原町区内小中学校の本校再開③

（石一小、石二小、原三中、石神中）
平成26年4月 1日 真野小を鹿島小に統合
平成28年4月 1日 小高区4小学校 合同運営開始
平成29年4月 1日 小高小、小高中の本校再開
令和 3年4月 1日 小高区４小学校（小高小・福浦小・金房小・鳩原小）

 を小高小に再編
令和 5年１1月   国際バカロレア研究会設置
令和  6年4月  1日 八沢小を鹿島小に統合

 フォニックス学習を市内全小学校に導入
令和 7年8月    原町第三小学校が国際バカロレア（PYP）候補校に認定

区名

23年度
予定数

23.4.22在籍
R7.10.1在籍

Ａ B B/Ａ

小
学
校

原町区 2,716 786 29% 1,620

鹿島区 625 402 64% 402

小高区 717 43 6% 100

計 4,058 1,231 30% 2,122

中
学
校

原町区 1,295 555 43% 699

鹿島区 324 238 73% 224

小高区 324 52 15% 29

計 1,963 845 43% 952

合計 6,021 2,076 34% 3,074

フォニックス学習の導入
（令和６年4月）

※保育園から英語発音遊びを導入

フォニックス写真の利用に
ついて、学校教育課松嶋係
長が保護者同意を得ている
ことから転用注意



現在の状況 【第一次産業】
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【津波被災農地の復旧状況（施工面積）】

津波被災
面積

計(予定含む)
復旧面積

～R6年度 R7年度予定

2,722ha
2,150 ha
(80.0%)

2,111ha
(77.6%)

39ha
(1.4％)

【水稲作付再開の状況】

H23年度：作付制限（市内全域）
H24年度：試験栽培
H25年度：実証栽培

(避難指示区域外)
H26年度：作付再開

津波被災した排水機場と湛水した農地

津波被災農地2,722haのうち、令和6年度までに2,111haが復旧し、営農可能となっている。令和7年度までに2,150haの
復旧を予定している。
なお、被災農地の一部については、地域の復興に向けて産業団地用地や太陽光施設用地等として利活用を行っている。復興

整備計画による農地転用面積は市内全域で428ha（予定含む）となっている。

小高区営農再開

【出典：南相馬市再生協議会水田台帳より】

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

生産者数 (戸) 3,063 0 109 158 88 236 469 492 482 474 472 467 434 404 384

うち
小高区

879 0 3 7 7 7 11 17 17 22 28 34 37 34 35

作付面積
（ha)

5,030 0 15 123 106 729 1,763 2,186 2,523 2,740 3,041 3,236 3,370 3,408 3,644

うち
小高区

1,230 0 1 0.9 4 7 5 21 61 102 197 229 328 424 465

イノベ課より農地集積課様
＞被災後の農地転用によ
り、復旧面積が100％にな

ることはないため、その点
赤字で補足しました。記載
内容についてご確認いただ
きたくお願いします。
↓↓↓

農地集積課確認OK

大規模ほ場整備が進む一方で、担い手の高齢化も進んでいる。その結果、生産者一戸当
たりの作付面積は、H22年度の1.6haからR6年度は9.5haへ拡大し、農業法人が大規模に
農業を行う動きが加速している。
これらの背景から、市では、令和６年４月に「みらい農業学校」を開校し、雇用就農に必要

な技術を習得できるカリキュラムで、福島浜通りの農業のみらいを担える人材を育成している。みらい農業学校開校



現在の状況 【第一次産業】
【農業産出額の推移】

農林水産省_市町村別農業算出額（推計）より※平成18年と平成26年以降では、算出方法に変更点がある。

原発事故の発生による農作物の作付制限や農林水産物の出荷制限、風評被害等により、農業産出額は大きく落ち込ん
だ。農業用機械・施設等の導入、園芸作物の産地化（ブロッコリー、ネギ、タマネギ、キュウリ）や生産拡大に向けた様々な
支援を行い、徐々に農業産出額は回復してきているものの、全体としては、震災前の約4割に留まる。現在、市では、農業
者の収益安定化及び営農意欲の維持向上を図るため、農産物の加工・流通に関する施設整備に取り組んでいる。

（億円）
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伊賀いちご園

武田ファーム（ブロッコリー栽培）55.0
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※新型コロナの影響

小高園芸団地
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8,922,451 

5,464,909 

6,665,851 
7,240,764 

9,067,692 
9,066,215 9,218,005 

9,351,291 
9,505,278 

9,722,435 
10,266,110 

5,471人
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現在の状況 【第二次産業】
【製造品出荷額と製造業従業員数】

【工業団地等の整備状況】

（万円）

復興工業団地全景
WRS2020福島大会災害対応標準性能評価
チャレンジ部門準優勝 「MISORA」制作チーム

震災直後に大きく落ち込んだ製造品出荷額
は、事業所の再開や工業団地の整備、企業
誘致が進むなどして震災前の額を上回っており、
増加傾向である。
地元企業と新たな進出企業との連携を図り

ながら、「ロボットのまち南相馬」としてロボット関
連産業を中心にさらなる発展を目指している。
また、宇宙関連産業の集積に向けて取り組

んでおり、進出企業の実証実験が進んでいる。
小高区では、居住人口の増加及び企業誘

致のさらなる推進を図るため、小高復興産業
団地（フロンティアパーク）を整備している。

◆工業統計調査（～R1）、製造業事業所調査（R3～）による推移

※H23、H27、R2は工業統計調査の対象外。
 なお、R3以降、工業統計調査は製造業事業所調査として
 実施されることとなった。

ロケット打上げ実証実験

（令和７年９月３０日現在）

名称 信田沢工業団地 下太田工業団地 復興工業団地 飯崎産業団地 産業創造センター

供用開始時期 平成２０年度 平成２６年度 令和元年度 令和６年度 令和２年度

入居企業 ７社（うち４社は震災後に入居） １２社 ６社 ２社 １６社

募集中区画 空き区画なし ２区画（0.8ha、0.5ha） ２区画（各0.8ha） 空き区画なし 空き室なし



現在の状況 【雇用関係】
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• 今後の見通し：雇用情勢は、求人が底堅く推移しているものの、改善の動きに弱さがみられる。
引き続き、物価上昇や米国の通商政策等が雇用に与える影響に、より一層注意する必要がある。

【有効求人倍率の推移】

（出典）ハローワーク相双調べ ※上記データには一部、飯舘村の求人も含まれます。

◆専門・技術（建築・土木技術者、看護師・医療技術者など）、サービス（介護サービス、接客・給仕など）、保安（警備員、道路交通誘
導員など）、建設等で求人数が求職者数を上回っている一方で、事務、運搬清掃等で求人数が求職者数を下回っているなど、職種間でのミ
スマッチが生じている。
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現在の状況 【住宅の再建】
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【仮設住宅】

【防災集団移転】

【災害公営住宅】

【復興公営住宅】

鹿島区11地区（124戸）、原町区10地区（180戸）に移転先住宅団地を整備

市内30か所、市外（相馬市、新地町）８か所 合計3,300戸
現在の入居状況：入居なし（令和２年3月末に供与終了）

  ※市内の30か所撤去完了

防災集団移転先（小川町地区）

災害公営住宅（大町東）

県営復興公営住宅

南町 ＲＣ造 255戸
927戸合　計

区 団地名 住宅形態 整備戸数

ＲＣ造 182戸

牛越 ＲＣ造 176戸

完成
完成
完成
完成

鹿島
進捗
完成西町 木造 50戸

原町

北原 ＲＣ造 264戸
上町

※1 RC：鉄筋コンクリート造
※2 S ：鉄骨造

※RC：鉄筋コンクリート造

区

平成28年7月
平成28年7月

木造2階建（長屋） 3DK・2戸
木造平屋/木造２階建（長屋） 2DK・8戸/3DK・10戸

小高
東町　（農協跡地）

万ヶ迫
上町

木造平屋/木造２階建

平成27年4月
平成28年4月
平成28年4月
平成28年4月

2DK・14戸/3DK・6戸 平成28年7月

平成27年4月
2DK・20戸 平成27年4月

原町
 大町西 （市立病院跡地）

 大町南 （サティ跡地）

萱浜
栄町

RC5階建
RC3階建・RC5階建

S平屋/木造2階建
S3階建 ※2

2DK・20戸/3DK・20戸
2DK・17戸/3DK・12戸
2DK・28戸/3DK・10戸
2DK・21戸/3DK・12戸

大町東（大町駐車場）
RC5階建

木造平屋（長屋形式）
2DK・28戸/3DK・32戸

平成26年4月
平成26年10月

平成28年4月

地区名 住宅形態 間取りと整備戸数 入居開始

鹿島
西川原
西町

西川原第二

木造平屋/木造２階建
RC3階建 ※1

RC2階建 

2DK・18戸/3DK・10戸
2DK・15戸/4DK・15戸
2DK・20戸/3DK・12戸



現在の状況 【インフラの復旧状況】

22福島復興局「福島復興加速への取組」資料より抜粋

【震災時の状況】

小名浜道路 8km
完成

いわき小名浜IC

小名浜道路、・R7.8.7

いわき小名浜ICが開通



旧避難指示区域の再生に向けて（小高区の状況）
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【小高区の居住人口推移】

出来事

平成28年7月12日
居住制限区域と避難指示解除準備区域が解除
JR常磐線原ノ町駅―小高駅間が５年ぶりに運航再開

平成29年4月1日 小高小、小高中の本校再開

平成30年12月6日 小高ストアオープン

平成31年1月26日 復興拠点施設 小高交流センターオープン

令和2年4月1日 小高認定こども園開園

令和3年4月3日 小高区子どもの遊び場 NIKOパークオープン

令和3年12月16日 小高診療所開所

令和6年4月11日 みらい農業交流スペースTSUMUGI開所、みらい農業学校開校

【小高区の主な施設整備等状況】

〇市では、これまで帰還者の生活環境向上のため、

公設民営のスーパー、小高ストアや、認定こども園、

子どもの遊び場などの整備を行ってきた。また避難先

自治体等と連携し、市外避難者を対象とした相談会

を開催するなど、帰還の促進のための事業を実施して

いるものの、帰還者の数が横ばいになってきている。

〇原子力災害からの再生には今後も中長期的な対

応が求められている。

NIKOパーク

小高交流センター
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旧避難指示区域の再生に向けて（土地利用状況）

n

（仮）小高スマート
インターチェンジ

ほ場整備
小高北部地区

ほ場整備
片草地区

ほ場整備
飯崎地区

ほ場整備
小屋木地区

ほ場整備
岡田地区

ほ場整備
小高東部地区

ほ場整備
井田川地区

農地災害復旧
桃内北地区

農地災害復旧
小高南部東地区

農地災害復旧
浦尻西地区

海岸防災林
防潮堤

農地災害復旧
大井塚原地区

小高区園芸団地
地域営農支援施設

浦尻貝塚
縄文の丘公園

小高中央工業団地

大悲山の石仏

相馬小高神社

村上城跡

1

２

３

４

③小高区復興拠点施設
「小高交流センター」

① 小高ストア

② 子どもの遊び場
「NIKOパーク」

④ 小高診療所

（特別高圧・高圧）

（低圧）

海岸防災林・防潮堤

仮置場等

【　凡　例　】

ほ場整備事業

農地災害復旧事業

再生可能エネルギー

再生可能エネルギー

※FIT認定済や計画中を含む

飯崎産業団地

小高復興産業団地
（フロンティアパーク）

ほ場整備
村上福岡地区

大規模乾燥貯槽施設
（カントリーエレベーター）

5

⑤みらい農業交流ス
ペース TSUMUGI

複合型園芸施設

ロケット発射
実証地



・若い世代の減少
  高齢化率
H23.3.11:約28％⇒R7.9末時点:約49%
・医療施設の不足
診療所数（歯科含む）
震災前稼働:12施設⇒R7.9末時点稼働:５施設
・子育てしやすい環境づくり
小児科・産婦人科がない。
近場で学習塾や習い事に通える環境が少ない。

・空き家、空き地の活用

小高区の空き家空き地バンク登録件数累計：258件

契約件数累計：77件 契約率：約30%（原町区約34％）

（令和7年9月末時点）

・太陽光パネルの乱立

1k㎡あたりの太陽光発電事業計画認定箇所数

小高区28箇所 福島県全体2.19箇所（令和7年9月末時点）

・稲作再開率

小高区は約3割（鹿島区約９割、原町区約７割）（R6年度） 

・行政区の再編

・地域組織の維持の困難

高齢者（65歳以上）割合が半数を超える行政区率 約56％

※全34行政区中19行政区（令和7年9月時点）

・先住者と移住者の交流の不足
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旧避難指示区域の再生に向けて（小高区の課題）

人口が震災前の約３割までしか回復していないこと、また帰還者に占める高齢者の割合が高く、まちの人口構成に大きな偏りが
生じたことにより様々な問題が生じている。

・商業施設の減少
小高商工会会員再開率 約64.7%（令和7年9月時点）

・有害鳥獣被害の多発（市内全域）

有害鳥獣捕獲件数H22年度:188件⇒R6年度:2415件
・ゴミの不法投棄
地域の目が届きにくくなり幹線道路沿いを中心に
ゴミの不法投棄が発生。

【土地の管理について】

【コミュニティについて】
【生活環境について】

【子育て・教育・医療について】

小高区の課題
❶ 人口の減少

震災前

12,842人
令和7年9月末

3,820人

震災前比 約3割で鈍化

➋高齢化の進行

（64歳以下割合の減少）

平成23年3月

令和7年9月末 50.6 ％

震災前比 約22%低下

72.1 ％

❸ 少子化（出生数の減少）

震災前

100人前後
現在

13人

震災前比 約1/7に減少
その他の問題
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旧避難指示区域の再生に向けた取組（課題への対応）

■移住定住促進によるまちづくり
関係団体等との連携を強化し、情報発信の強化、交流活動、各種支援制度の拡充を行うなど、仕事、住まい、
地域への溶け込みへの支援を行い地域に必要となる新たな活力を呼び込む。

小高区への移住・定住の動線（イメージ）

移住相談窓口や、移住者と地
域の方との交流の場づくり、高
校生のキャリア相談の場づくり
を実施。
移住する前から移住した後まで
一貫したサポートを提供します。

空き家を持っている人や空き家
を使いたい人、住まいを探して
いる人の相談窓口。移住者の
住まいを支援します。

移住者支援窓口
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100年のまちづくりに向けた取組（イノベ構想の推進）

■福島イノベーション・コースト（福島国際研究産業都市）構想
東日本大震災及び原子力災害によって失われた福島県浜通り地域等（イノベ地域）の

産業を回復するために、新たな産業基盤の構築を目指す国家プロジェクトです。

自立的・持続的な産業発展の実現と、その効果の福島県全体への波及を目指します。

廃炉 Decommissioning

廃炉は30~40年かかると言われる長い取組み。

遠隔技術等を開発して、高線量な環境下での廃炉作業の実現へ。

タイトル変えてみました
（避難指示区域限定
の取組みではないた
め）

【イノベ構想の実現に向けた6つのプロジェクト】

ロボット・ドローン Robotics and Drone

人口減少や高齢化等の課題先進地である福島県で、

効率的な物流やインフラ点検、災害対応等を実現する。

エネルギー・環境・リサイクル
世界的に関心が高まる持続可能な社会に向けて、

先端的な再生可能エネルギー、リサイクル技術の確立へ。

農林水産業 Agriculture､Forestry and Fisheries

震災後、避難指示区域となった福島県浜通り地域等における

ICTやロボット技術等を活用した農林水産業の再生。

Energy､Environment

and Recycling

医療関連 Medical Industry

世界トップレベルの医療関連産業の集積地として

さらなる発展を推進。

航空宇宙 Aerospace

航空宇宙産業の一大拠点として成長を続ける福島県には、

実績を持つ企業が多数立地。

このページからイノベ構
想にしました

【福島ロボットテストフィールド（RTF)】 2020年3月31日全面開所

陸・海・空のフィールドロボットの一大開発実証拠点。

各種計測、分析、加工、環境試験が実施可能。20室の研究室を貸出。

敷地内実証件数1,196件、RTF来訪者数125,100名（2025年3月現在)。

研究開発、実証しやすい環境づくり

【南相馬市産業創造センター】

2020年９月1日全面開所

市のインキュベーション施設であり、ロボット・

宇宙関連産業等のスタートアップ活動拠点。

各種補助
制度

活動拠点

ベンチャー
キャピタル

ゆめサポート
ロボ協

産業団地
整備

実装・量産化へ

Innovation
 ×

  Challenge



【イノベ構想の実現に向けた主な取組み】
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100年のまちづくりに向けた取組（イノベ構想の推進）

産業集積
浜通り地域等における新たな産業集積の実現と既存産業の復興

再生に向けて、企業立地の促進を図るとともに、進出企業等と

地元企業の交流、ビジネスマッチングを促進。

■福島イノベーション・コースト構想の実現に向けて
イノベ構想６分野（プロジェクト）の具体化を進めるとともに、その実現に向けた産業集積や人材育成、

交流人口の拡大、情報発信などの取組みを国・県・市町村・イノベ機構・大学等が連携して取組んでいます。

教育・人材育成
大学等による教育研究活動の活性化、研究シーズの地域還元に向けた取組

を進めるとともに、小学校から高等学校等まで、企業や高等教育機関と

連携した実践的なキャリア教育により、復興の核となる若い力を育成。

交流促進
イノベ地域外の方々にイノベ構想やイノベ

地域に様々なかたちで関わっていただき、

交流人口・関係人口拡大に取組む。

イノベ構想の認知度を向上させ、

参画促進に向けた情報発信を行う。

■産業集積の場の整備

・復興工業団地（原町区）

・下太田工業団地（原町区）

・小高復興産業団地（小高区）

（フロンティアパーク）※整備中

・飯崎産業団地（小高区）等

■スタートアップ支援

・産業創造センター（原町区）

■農業の復興再生

・小高園芸団地（小高区）

・南海老地区大型園芸施設（鹿島区）

・園芸作物集出荷団地（原町区）※整備中

・基盤整備（ほ場整備）事業（市内一円）

■農業交流施設（みらい農業学校）

新規就農者と地域住民、農業者との交流の場。

雇用就農に特化した

農業人材の育成。

■令和６年度 復興知活動報告会

まるさんあったまるアリーナにおいて、

全国20大学、150名の学生等による

「復興知活動報告会」を開催。

原町高校生徒300名との交流が生まれた。

情報発信

■復興知

ロボティクス人材育成に向けた

地元の若者・学生に対する

教育活動や体験機会の提供。

東北大学 浜通り実験室

ロボット操縦体験

会津大学

ICT人材育成プログラム

福島大学

地元企業との協働開発

スマート農業

農薬散布ドローン

宇宙関連事業者

との連携協定締結

ハイブリッドロケット

打ち上げ実験（AstroX社）
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100年のまちづくりに向けた取組（宇宙産業の集積）

東日本大震災からの復興を果たすため、これまで新産業の創出・集積を目的として市が取り組んできたロボット・ドローン分野を中心とした実証

実験、研究開発の支援内容は、ロケットや衛星等の製品開発を伴う航空宇宙分野との親和性が高いことに加え、宇宙時代の到来に伴う期待

値の高まりにより、宇宙関連産業は新産業の新たな軸となる可能性が大きいと考えています。

【宇宙関連企業等との連携・協力体制の構築】

南相馬市へ進出した事業者の円滑な事業活動を支援するとともに、市内事業者との連携による経済効果の創出や、将来の宇宙関連人
材を育成を促すために、連携・協力に関する協定を締結。

【新産業の新たな軸としての宇宙関連産業の誘致・集積】

実証実験

開発支援

福島ロボットテストフィールドを中核とした実証試験に加え、市内各所で

実証試験を支援してきたノウハウがあり、幅広い分野での実証誘致・支援が可能

従来より、自動車産業を背景に精密金属加工に関する技術力を有

している地元事業者が多数おり、新たに製品を開発する製造業と

の親和性が高い。

帰還カプセル着水実験

（ElevationSpace）

これまでの支援で培ったノウハウや地元事業者の技術力を武

器に、実証や製品開発を主体とする新たな分野へチャレンジ

する素地が整っている。

イノベ重点分野の中でも、ロボット・ドローン分野と並び航空

宇宙分野との親和性が高く、新たな軸となりうる。

フェアリング開頭実験

（インターステラテクノロジズ）
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校正案

作成ルール
◆上部のバーは基本的にはこの形
式で統一。どうしても変えたいときは
変えてもＯＫ
◆フォントは総計のフォント使ってＯＫ
◆下の色付けＯＫ
◆ページ数変更なし

策定にあたって 策定の趣旨

構成と期間

震災と原発事故からの復興の進展に伴う新たな課題や近

年の変化が著しい社会情勢等に対し、迅速かつ柔軟に対

応すべく、令和5年3月に「南相馬市第三次総合計画」を

策定しました。

総合計画は、本市が目指すまちの姿や施策の方向性を示

した市の最上位計画で、「基本構想」と「基本計画」で

構成しています。
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目指す未来 今後8年間のまちづくりの基本姿勢

本市は、「100年のまちづくり」の実現に向け、令和5年度から令和12年度までの

今後8年間で、市民が震災と原発事故からの復興を実感できることを目指します。

この目標達成に向け、市民、事業者・まちづくり団体、行政の協働によるまちづ

くりを進めるため、以下の３つの基本姿勢を掲げます。

8年後の目標人口

本市誕生から16年※、
震災と原発事故から12
年目※という本市の歩
みを大切にし、今まで
積み重ねてきた努力の
成果をかたちとし、次
の世代へしっかりと
“つなぐ”ことで、持
続可能なまちづくりを
目指します。

本市の復旧・復興の軌
跡の中で生じた、個人
の様々な人生観・価値
観・習慣などを理解、
尊重しつつ、互いに思
いやり、“よりそう”

ことで、夢や希望を実
現できる共生のまちづ
くりを目指します。

前例に捉われない柔
軟な発想を持つとと
もに、様々な困難を
飛躍の機会と捉える
など、何事にも果敢
に“いどむ”ことで、
未来に向かい進み続
けられるまちづくり
を目指します。

※基本構想の策定した時期が令和４年12月であるため、策定時点の表現としています。

100年先の南相馬市
～「市民が家族や友人に囲まれながら、

安心して暮らすまち」～
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計画の全体像



【政策の柱１】 教育・学び
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R7年度の主な取組



【政策の柱２】 こども・子育て
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R7年度の主な取組



【政策の柱３】 健康・医療・福祉
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R7年度の主な取組

その他の取組



【政策の柱４】 産業・しごとづくり・移住定住
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R7年度の主な取組



【政策の柱５】 都市基盤・環境・防災
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R7年度の主な取組



【政策の柱６】 地域活動・行財政
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R7年度の主な取組



【政策の柱７】 原子力災害復興
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R7年度の主な取組
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